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第１章 実行計画策定の背景 

１．地球温暖化問題と防止に向けた取り組み 

地球の温度は太陽から放出される熱の何割かを二酸化炭素などの温室効果ガスが吸収す

ることにより一定の温度を保っている。 

地球温暖化は大気中の温室効果ガスの濃度が増加することによって、大気に吸収される

熱が増加し、地表面の温度が上昇する現象である。 

急激な気温の上昇により、海面水位の上昇に伴う陸域の減少や、豪雨や干ばつなどの異

常気象が増加や、生態系への影響や砂漠化の進行、農業生産や水資源への影響、マラリア

などの熱帯性の感染症の発生数の増加などの地球環境への影響が予測されている。 

地球温暖化防止に関する対策として国際的には、1992年に国連気候変動枠組条約が採択

され、同年の国連環境開発会議（地球サミット）では、世界中の多くの国が署名を行い、

1994年には条約が発効された。 

これを受けて締約国会議が始まり、1997年には地球温暖化防止京都会議（COP3）が開催

され、各国の温室効果ガスの削減目標を具体的に示した「京都議定書」が採択された。 

この中で、日本は温室効果ガスの総排出量を2008年から2012年までの５年間に1990年レ

ベルの数値から６％削減することを国際公約した。 

この目標達成に向けて、日本では「地球温暖化対策の推進に関する法律」を平成11年4

月に施行している。この法律では、地球温暖化対策への取組みとして、すべての地方公共

団体は自らの事務及び事業に関し、温室効果ガスの排出を抑制するための実行計画を策定

することが義務付けられた。 

この法律に基づき温室効果ガス削減目標の達成に寄与するため、環境保全に関して担う

べき役割及び行動の意義を認識し、自主的、積極的な取り組みを進め、地球環境保全に貢

献するため「標津町地球温暖化防止実行計画」を策定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

京都議定書の概要 

 

○先進国の温室効果ガス排出量について、法的拘束力のある数値目標を各国毎に設定 

【数値目標】 

 対象ガス：二酸化炭素、メタン、一酸化二窒素、ＨＦＣ、ＰＦＣ、ＳＦ６ 

 基 準 年：1990年（ＨＦＣ、ＰＦＣ、ＳＦ６は、1995年としてもよい） 

 吸 収 源：森林等の吸収源による温室効果ガス吸収量を算入 

 目標期間：2008年から2012年 

 目  標：各国毎の目標→日本△６％、米国△７％、ＥＵ△８％等 

      先進国全体で少なくとも５％削減をめざす。 

○京都メカニズムの導入 

 ・排出量取引 ・クリーン開発メカニズム ・共同実施など 
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２．前計画の概要について 

①策定時期 

 平成２５年３月 （改訂：平成２６年７月） 

②計画期間 

 平成２５年度から平成２９年度の５年間（基準年度：平成２３年度） 

③対象となる範囲 

 本町の事務及び事業（対象施設は以下のとおり） 

 施設区分 施 設 の 名 称 

教育施設 児童館、給食センター、図書館、小・中学校、幼稚園、保育園、母子通園センター 

保健福祉施設 保健福祉センター、病院 

ｺﾐｭﾆﾃｨ施設 生涯学習センター、各集会所、サーモン科学館、各運動施設、北方領土館、 

ポー川史跡自然公園 

その他の施設 下水道管理センター、各浄水施設、清掃センター、バス待合所、重機車庫、防犯灯、

無線中継局、ふれあい加工体験センター 

役場庁舎 役場庁舎 

④削減目標 

 平成２９年度における温室効果ガス総排出量を基準年である平成２３年度に比べて、２％

以上の削減。 

⑤目標達成状況 

 上記の削減目標から、目標年度の平成２９年度の総排出量は 2,669,424 kg-CO2 以下と設

定しているが、実績値（平成２９年度公表値）が 3,393,528 kg-CO2 となっており、前計画

の目標値の約２７％の増加となり、達成に至らなかった。 

 

前計画における目標達成状況 

基準値 

(平成２３年度) 

目標値 

(平成２９年度) 

実績値 

(平成２９年度) 
削減率 

2,724,683 

(kg-CO2) 

2,669,424 

(kg-CO2) 

3,393,528 

(kg-CO2) 
△27%以上 
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第２章 第３期実行計画の基本的事項 

１．計画の目的 

 この実行計画は、地球温暖化対策の推進に関する法律第２０条の３に基づき本町の事務事

業に関し、自ら排出する温室効果ガスの排出抑制に取り組むことにより、町内事業者や町民

の取り組みを促し、地球温暖化対策の推進を図ることを目的とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．計画の期間及び基準年度 

 この実行計画の期間は平成３０年度から平成３４年度までの５年間とする。また、計画の

策定にあたっては、平成２８年度を基準年として削減目標等を定める。 

 

３．対象範囲 

 この実行計画の対象は「本町の事務及び事業」で、主な対象施設は次に示すとおりとする。 

 

施設区分 施 設 の 名 称 

教育施設 児童館、給食センター、図書館、小・中学校、認定こども園 

保健福祉施設 保健福祉センター、病院 

ｺﾐｭﾆﾃｨ施設 生涯学習センター、各種集会所、サーモン科学館、各種運動施設、北方領土館 

ポー川史跡自然公園 

その他の施設 下水道管理センター、各浄水施設、清掃センター、バス待合所、重機車庫、防犯灯、

無線中継局、ふれあい加工体験センター 

役場庁舎 役場庁舎 

  ※各施設、担当で所管している公用車はそれぞれの施設に含める。 

地球温暖化対策の推進に関する法律第二十条の三 

 

第二十条の三 都道府県及び市町村は、地球温暖化対策計画に即して、当該都道府県及び市町

村の事務及び事業に関し、温室効果ガスの排出の量の削減並びに吸収作用の保全及び強化の

ための措置に関する計画（以下「地方公共団体実行計画」という。）を策定するものとする。 

２ 地方公共団体実行計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

 一 計画期間 

 二 地方公共団体実行計画の目標 

 三 実施しようとする措置の内容 

 四 その他地方公共団体実行計画の実施に関し必要な事項 

（略） 

８ 都道府県及び市町村は、地方公共団体実行計画を策定したときは、遅滞なく、これを公表

しなければならない。 

９ 第五項から前項までの規定は、地方公共団体実行計画の変更について準用する。 

１０ 都道府県及び市町村は、毎年一回、地方公共団体実行計画に基づく措置及び施策の実施

の状況（温室効果ガス総排出量を含む。）を公表しなければならない。 
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４．対象とする温室効果ガス 

 「地球温暖化対策の推進に関する法律」が対象とする温室効果ガスは以下の６種類とされ

ている。 

「地球温暖化対策の推進に関する法律で対象となる温室効果ガス」 

区分 主な発生源 

二酸化炭素 石油、天然ガスの燃焼など 

メタン 農業関連、廃棄物の埋立、燃料の燃焼 

一酸化二窒素 燃料の燃焼、肥料の生産・使用など 

ハイドロフルオロカーボン 冷媒、断熱材の発泡剤、半導体の洗浄剤 

パーフルオロカーボン 半導体の洗浄ガスなど 

六フッ化硫黄 変圧器などの絶縁ガス 

以上の６種類の温室効果ガスのうち、日本における温室効果ガスの総排出量の内訳（２０

１５年度）において二酸化炭素が約９２．７％、メタンが約２．４％、一酸化二窒素が１．

６％を占めている。 

こうした状況を踏まえて、本計画の対象とするガスの種類を【二酸化炭素】【メタン】【一

酸化二窒素】とする。 
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第３章 温室効果ガスの排出状況 

１．燃料の使用状況 

平成２８年度から平成２９年度までの標津町の燃料の使用量は以下のとおりである。 

標津町のすべての事務・事業の実施に伴う燃料使用量（平成２８年度～平成２９年度） 

項    目 単位 平成２８年度 平成２９年度 

温 

室 

効 

果 

ガ 
ス 
算 

定 

対 

象 

燃 

料 

使 

用 

量 

ガソリン ℓ 27,377.73 26,894.05 

灯油 ℓ 179,070.00 178,275.92 

軽油 ℓ 40,118.56 16,641.25 

Ａ重油 ℓ 355,920.00 333,830.10 

液化石油ガス(LPG) ㎥ 3,279.80 4,440.35 

電気使用量 kwh 2,678,917.80 2,658,769.30 

自 

動 
車 
の 

走 

行 

ガ 

ソ 

リ 
ン 

普通・小型乗用車 ℓ 19,092.66 19,790.44 

普通貨物車 ℓ 0.00 0.00 

小型貨物車 ℓ 2,672.50 2,819.08 

軽貨物車 ℓ 1,304.57 475.40 

特殊用途車 ℓ 1,912.00 1,465.00 

軽 
 

油 

普通・小型乗用車 ℓ 3,929.51 2,102.47 

普通貨物車 ℓ 5,587.80 6,194.55 

小型貨物車 ℓ 3,709.19 4,896.19 

特殊用途車 ℓ 2,003.00 2,464.52 

下水処理量（終末処理場） ㎥ 818,254.10 800,173.50 

ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ機関(定置式)における灯油の使用量 ℓ 0.00 0.00 

ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ機関(定置式)における軽油の使用量 ℓ 1,360.00 917.00 

家庭用機器における灯油の使用量 ℓ 179,070.00 178,475.92 

家庭用機器における LPG の使用量 ㎥ 3,279.80 4,440.35 

ｶﾞｽ･ｶﾞｿﾘﾝ機関(定置式)における LPG の使用量 ㎥ 0.00 0.00 
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２．温室効果ガスの排出状況 

①温室効果ガス総排出量の計算方法 

 温室効果ガスの総排出量は、各項目毎に把握した燃料使用量から算定されたガスの種類毎

の排出量に、二酸化炭素を１として表した「地球温暖化係数」を乗じ、二酸化炭素換算した

総排出量を算出する。 

各温室効果ガスの地球温暖化係数 

ガスの種類 地球温暖化係数 

二酸化炭素(ＣＯ２)   １ 

メタン（ＣＨ４）  ２１ 

一酸化二窒素（Ｎ２Ｏ） ３１０ 

 

②標津町の事務・事業における温室効果ガスの総排出量 

 平成２３年度の標津町の事務・事業における温室効果ガスの総排出量は２，７２４，６８

３kg-CO2で、その大部分（９７．８８％）が二酸化炭素で占められている。 

温室効果ガス 排出量（kg-CO2） 構成比（％） 

二酸化炭素(ＣＯ２) ３，３０４，５２８  ９８．１５ ％ 

メタン（ＣＨ４）    １７，２４１   ０．５１ ％ 

一酸化二窒素（Ｎ２Ｏ）    ４４，９１５   １．３４ ％ 

計 ３，３６６，６８４  １００．００％ 

 

 

総排出量 

3,366,684 

kg-CO2 
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 温室効果ガス総排出量の約９８％を占める二酸化炭素のうち、使用した燃料種類別の排出

量は、電気の使用に伴うものが５１．６９％、Ａ重油の使用に伴うものが２９．１８％、灯

油の使用に伴うものが１３．４４％となっており、この３種類で二酸化炭素排出量の約９４．

３１％を占めている。 

 

施設区分別の二酸化炭素排出量は、コミュニティ施設が２７．０７％、教育施設が２６．３

１％、保健福祉施設が１９．３０％、その他の施設が１８．２０％、役場庁舎が９．１２％

となっている。 

 

 また、燃料種、施設種別で比較するとその他の施設での電気の使用に伴うものが（１７．

３８％）一番多く、それに続いてコミュニティ施設での電気の使用によるもの（１５．９３％）

保健福祉施設でのＡ重油の使用によるもの（１１．０２％）、教育施設での灯油の使用による

もの（９．９３％）、となっている。 

 

 二酸化炭素 
総排出量 
3,304,528 
kg-CO2 

 二酸化炭素 
総排出量 
3,304,528 
kg-CO2 
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燃料種・施設種別二酸化炭素排出量 

施設種類 燃料種類 二酸化炭素排出量 全体に対する割合

灯油 85,032 2.57%

電気 526,445 15.93%

軽油 8,429 0.26%

ガソリン 14,748 0.45%

LPG 1,649 0.05%

A重油 258,147 7.81%

小計 894,450 27.07%

灯油 328,286 9.93%

電気 265,283 8.03%

軽油 3,291 0.10%

ガソリン 3,682 0.11%

LPG 10,686 0.32%

A重油 258,090 7.81%

小計 869,318 26.31%

灯油 7,834 0.24%

電気 246,727 7.47%

軽油 783 0.02%

ガソリン 12,034 0.36%

LPG 6,361 0.19%

A重油 364,173 11.02%

小計 637,912 19.30%

灯油 22,031 0.67%

電気 574,484 17.38%

軽油 2,022 0.06%

ガソリン 2,117 0.06%

LPG 801 0.02%

A重油 0 0.00%

小計 601,455 18.20%

灯油 1,010 0.03%

電気 95,101 2.88%

軽油 90,494 2.74%

ガソリン 30,789 0.93%

LPG 0 0.00%

A重油 83,999 2.54%

小計 301,393 9.12%

全体計 3,304,528 100.00%

ｺﾐｭﾆﾃｨ施設 894,450 27.07%

教育施設 869,318 26.31%

保健福祉施設 637,912 19.30%

その他施設 601,455 18.20%

役場庁舎 301,393 9.12%

合計 3,304,528 100.00%

灯油 444,193 13.44%
電気 1,708,040 51.69%
軽油 105,019 3.18%

ガソリン 63,370 1.92%
LPG 19,497 0.59%
A重油 964,409 29.18%
小計 3,304,528 100.00%

役場庁舎

施設別内訳

燃料種類別内訳

ｺﾐｭﾆﾃｨ施設

教育施設

保健福祉施設

その他施設
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 月別の二酸化炭素排出量は、温暖期（５月から１０月）は月平均１９４，６４６kg-CO2 と

少なく、寒冷期（１１月から４月）は月平均３５６，１０８kg-CO2と多くなっている。 

 総排出量 １ヵ月当たり排出量(平均) 

温暖期(５～１０月) １，１６７，８７８  １９４，６４６  

寒冷期(１１～４月) ２，１３６，６５０  ３５６，１０８  

年    間 ３，３０４，５２８  ２６７，０４４  

 

 施設別の二酸化炭素排出量については、一定の暖房が必要な教育施設、保健福祉施設、コ

ミュニティ施設は寒冷期の二酸化炭素排出量が増加する傾向がある。その他の施設、役場庁

舎については寒冷期に排出量は多くなるが、他の３施設ほどの増加はない。 

月別二酸化炭素排出量（施設別）       （単位：kg-CO2） 

 ｺﾐｭﾆﾃｨ施設 教育施設 保健福祉施設 その他の施設 役場庁舎 合 計 

４月 57,381 81,592 60,208 47,346 22,205 268,732 

５月 42,943 43,332 43,554 46,231 20,927 196,987 

６月 49,708 44,465 41,626 46,742 13,318 195,859 

７月 45,002 22,037 45,854 47,878 11,872 172,643 

８月 49,976 23,248 36,147 50,155 14,457 173,983 

９月 35,717 24,428 36,801 48,271 15,569 160,786 

１０月 124,169 45,482 36,466 48,506 12,997 267,620 

１１月 71,627 97,957 63,650 51,062 22,100 306,396 

１２月 103,303 143,632 58,950 54,277 36,781 396,943 

１月 115,716 117,705 77,980 56,165 53,635 421,201 

２月 87,728 129,995 76,135 50,650 45,376 389,884 

３月 111,180 95,445 60,541 54,172 32,156 353,494 

合 計 894,450 869,318 637,912 601,455 301,393 3,304,528 
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 燃料種類別の二酸化炭素排出量については、電気、軽油、ガソリン、ＬＰＧの使用による

ものは年間を通じて平均的に排出されているが、主に暖房のための燃料である灯油、Ａ重油

による排出量は寒冷期に排出量が増加し、温暖期は寒冷期に比べ排出量が大きく減少する。 

月別二酸化炭素排出量（燃料別）       （単位：kg-CO2） 

 電 気 Ａ重油 灯 油 軽 油 ガソリン ＬＰＧ 合 計 

４月 133,494 88,087 36,565 5,008 3,824 1,754 268,732 

５月 120,807 53,502 12,653 3,921 4,787 1,317 196,987 

６月 127,359 47,201 9,889 3,604 6,159 1,647 195,859 

７月 125,244 30,201 6,729 3,444 5,196 1,829 172,643 

８月 128,512 30,231 1,349 5,658 6,977 1,256 173,983 

９月 124,673 22,048 100 6,549 6,183 1,233 160,786 

１０月 212,491 26,554 17,813 3,727 5,650 1,385 267,620 

１１月 143,958 91,273 60,330 2,920 5,921 1,994 306,396 

１２月 152,344 145,058 81,264 10,775 5,800 1,702 396,943 

１月 150,523 153,400 85,887 25,084 4,942 1,365 421,201 

２月 144,944 142,101 76,766 20,442 3,762 1,869 389,884 

３月 143,691 134,753 54,848 13,887 4,169 2,146 353,494 

合 計 1,708,040 964,409 444,193 105,019 63,370 19,497 3,304,528 
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 これらのことから、標津町の事務・事業の実施における二酸化炭素の排出については、以

下の特徴があげられる。 

  ・排出される温室効果ガスの９８．１５％を二酸化炭素が占める。 

  ・二酸化炭素総排出量のうち、電気・Ａ重油・灯油の使用に伴うものが約９４％を占め

る。特に電気の使用に伴うものは全体の約５２％を占める。 

  ・電気・ガソリン・軽油・ＬＰＧは月毎の変動が少なく、通年一定量の二酸化炭素を排

出している。 

  ・電気の使用量に関しては、下水道管理センター・病院・標津町生涯学習センター・サ

ーモン科学館での使用が全体の約４７％とその大部分を占めており、ほとんどが恒常

的に使用しているものとなっている。 

  ・灯油・Ａ重油は主に暖房に利用するため、寒冷期に排出量が多く、温暖期に排出量が

減少する。 

  ・教育施設・保健福祉施設・コミュニティ施設などの暖房を多く利用する施設は寒冷期

の二酸化炭素排出量が多いが、住民の利用頻度が高い施設が多いので、削減には限度

がある。 

  ・その他の施設・役場庁舎は、ほぼ通年にわたり平均的に二酸化炭素を排出している。 

 

（参考）平成２８年度の電気使用量 

施   設   名 電気使用量(kwh) 全体に対する割合(%) 

病     院 ３１２，０１０ １１．６５ 

標津町生涯学習センター ３０１，７８４ １１．２７ 

下水道管理センター ３５６，９９９ １３．３３ 

サーモン科学館 ２７７，３１８ １０．３５ 

全  体  計 ２，６７８，９１７.８ ― 
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第４章 目標 

１．温室効果ガス総排出量の削減目標 

  

 標津町の事務・事業における温室効果ガスの排出量は３，３６６，６８４kg-CO2 で、その

うち二酸化炭素排出量は３，３０４，５２８kg-CO2 となっており、温室効果ガス排出量の約

９８％を占めている。 

この二酸化炭素排出量のうち電気・灯油・Ａ重油の使用による排出が全体の約９４％を占

めており、特に電気については二酸化炭素排出量の約５２％を占めている。 

 灯油・Ａ重油は暖房用燃料としての用途がほとんどであり、寒冷期における二酸化炭素排

出量が多くなっている。当町の気候上、寒冷期の暖房は欠かすことができず、使用される施

設も教育施設、保健福祉施設、コミュニティ施設などの町民生活と直結した施設が多いため

大きな削減は望めない状態である。 

 しかし、電気については、年間を通じてほぼ一定量の二酸化炭素を排出しており、これら

の中には常に稼動していなければならない機器類のほかに、日常の事務に使用するものも多

く含まれることから、こまめに電源を切るなどの小さな削減を継続していくことや、電力消

費量が少ない機器に変更していくことで一定量の削減は可能と思われる。 

 その他の燃料についても、今まで取り組んできた省エネ対策を改めて見直し実行すること

で一定量の削減は可能であると考えられる。 

標津町では、以前から省エネルギー対策に取り組んでおり、基本的な燃料等の使用量につ

いては大きな削減は望めない状態であるが、省エネルギー効果の大きい設備への変更や職員

個々の取り組みにより、平成２８年度における温室効果ガス総排出量を、平成３４年度まで

に１％以上削減することを目標とする。 

 

 削減目標 排  出  量 

削減率 削減量 
基準年度 

平成２８年度 

目標年度 

平成３４年度 

１％以上 
３３，６６７ 

（kg-CO2） 

３，３６６，６８４ 

（kg-CO2） 

３，３３３，０１７ 

（kg-CO2） 
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各項目別の温室効果ガス排出量と削減目標値 

調査項目 
基準年 

(平成 28年度) 
目標年 

(平成 34年度) 

第 2 期計画 
目標値 

(平成 29年度) 
削減量 

削減率 

(kg-CO2) (kg-CO2) (kg-CO2) (kg-CO2) 

ガソリン 63,370 60,835 66,934 2,535 4% 

軽  油 105,019 98,718 129,561 6,301 6% 

灯  油 444,193 430,867 507,671 13,326 3% 

Ａ 重 油 964,409 954,765 922,611 9,644 1% 

Ｌ Ｐ Ｇ 19,497 18,717 21,287 780 2% 

電  気 1,714,498 1,714,498 971,176 0 0% 

下水処理 55,698 54,584 50,184 1,114 2% 

合  計 3,366,684 3,332,984 2,669,424 33,700 1%以上 

 

各項目別の燃料使用量と削減目標値 

調査項目 
基準年 

(平成 28年度) 
目標年 

(平成 34年度) 

第 1 期計画 
目標値 

(平成 29年度) 
削減量 削減率 

ガソリン 27,378 ℓ 26,283 ℓ 27,479 ℓ 1,095 ℓ 4% 

軽  油 40,119 ℓ 37,712 ℓ 49,018 ℓ 2,407 ℓ 6% 

灯  油 179,070 ℓ 173,698 ℓ 202,790 ℓ 5,372 ℓ 3% 

Ａ 重 油 355,920 ℓ 352,361 ℓ 340,495 ℓ 3,559 ℓ 1% 

Ｌ Ｐ Ｇ 3,280 ㎥ 3,214 ㎥ 3,524 ㎥ 66 ㎥ 2% 

電  気 2,678,918 kwh 2,678,918 kwh 2,751,189 kwh 0 kwh 0% 

下水処理 818,254 ㎥ 801,889 ㎥ 737,138 ㎥ 16,365 ㎥ 2% 
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第５章 具体的な取り組み 

本計画の目標を達成するため、温室効果ガスの排出の抑制等につながる取り組みを全職員

で、各部署の役割・業務内容や場面に応じて実行するものとする。 

この際には、自主的、積極的に取り組み、職場全体で取り組みの徹底を図る。 

なお、生涯学習センターや保健福祉センターなどの住民サービスを主体としている機関に

ついては、サービスの質の確保との両立を図りながら取り組むものとする。 

 また、直接、二酸化炭素排出量の削減にはつながらないが、間接的に地球温暖化防止につ

ながる取り組みにも努めることとする。 

 

１．日常的な取り組み 

①燃料の 

使用にあたっての 

取り組み 

１．冬期間はウォームビズを実施し、暖房温度は適正な温度（２２℃

以下）を保つ。 

２．ガスコンロ、ガス湯沸かし器の効率的使用を図る。 

３．公用車の急発進、急加速、不要なアイドリングはしない。 

４．公用車は経済速度で走行し、不必要な物は積載しない。 

５．公用車の相乗りにより効率的な利用を図る。 

６．近距離の移動はできる限り徒歩や自転車を使用する。 

７．新規に公用車を導入する場合は、可能な限り低公害車（ハイブリ

ッド車）など省エネ法の基準を満たした低燃費車を購入する。 

８．ノーマイカーデーを設定し、自家用車による通勤をできるだけ控

える。 

 

②電気・水道の 

使用にあたって 

の取り組み 

 

１．防犯灯などの街路灯は省エネ効果が高く、耐用年数の長いものに

変更する。 

２．昼休みは来客のない事務所や会議室の消灯を徹底する。 

３．ノー残業デーの遵守を徹底する。時間外勤務時の不要照明の消灯

を徹底する。 

４．照明器具（蛍光管や反射傘）の清掃に努め照明効率を図る。 

５．照明器具の管理を徹底し、不要な照明は撤去する。 

６．自然光を取り入れ、窓際の照明の消灯に努める。 

７．ＯＡ機器の電源は、業務終了次第切る。 

８．テレビ等は主電源を落とす。 

９．長時間使用しない電化製品はコンセントは抜く。 

10．水道の使用をできるだけ控え、節水に努める。 

11．公共施設の照明及び誘導灯などは省エネ効果が高い LED 照明への

転換を図る。 
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③物品の購入に 

あたっての取り組 

み 

 

１．文具・事務機器等はエコマークやグリーンマークが表示されてい

るものか同等の製品を購入する。 

２．リサイクル素材を使用した製品や、リサイクルしやすい設計の製

品を購入する。 

３．コピー用紙は古紙配合率７０％以上、白色度８０％以上のものを

購入する。（証明書や認定証などは除く。） 

４．紙製品はできる限り古紙配合率が高いものを購入する。 

５．冷蔵庫・洗濯機・テレビ・蛍光灯・その他の電気製品は、エネル

ギー消費効率が高い省エネルギー型の製品を購入する。 

６．ＯＡ機器７品目（コンピューター、ディスプレイ、プリンター、

ファクシミリ、複写機、複合機、スキャナ）は、原則として国際

エネルギースターマークが表示されているものを購入する。（リー

スの場合も同様とする。） 

 

④廃棄物の減量化・ 

リサイクルの推進 

 

１．可能な限り両面コピー印刷をする。 

２．裏面が使用できる廃紙は再利用する。 

３．会議用資料の作成は最小限とし、事前配布資料等はその持参を呼

びかける。 

４．シュレッダーの使用は機密文書に限定し、必要最小限にする。 

５．メモ用紙は、不用紙を利用する。 

６．使用済み封筒は再利用する。 

７．ファイル・フォルダー等の再利用を心掛ける。 

８．コピー印刷は最小限の利用とし、輪転機を有効に活用する。 

９．コピー機、プリンターのトナーカードリッジは詰め替え製品を使

用する。 

10. 課内回覧やお知らせ、通知文書は庁内ＬＡＮなどの電子媒体を使

用するなどしてペーパーレス化を図る。 

11．３Ｒ運動の取り組みを推進する。 

※Reduce  ＝ ゴミを発生させない。 

※Reuse   ＝ ゴミにせず再利用する。 

※Recycle ＝ 資源として再活用する。(ゴミ分別の徹底) 
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２．将来的な取り組み 

  将来的な取組とは、既存の燃料ではなく新たに利用可能なエネルギーとその活用方法を

検討し、各施設に供給することで燃料等の消費量を減らし温室効果ガス排出量を抑制する

取り組みとする。 

  現在検討している新エネルギー及び活用方法は以下のとおりで、将来的にこれらのいく

つかを利用することで燃料使用量及び温室効果ガス排出量の抑制を図る。 

 

  ① 公共施設、学校、公園施設等への温泉熱発電、太陽光発電、パッシブソーラ、雪冷房

などの導入の検討並びに、照明設備の積極的な LED 化 

 

  ② 道路・公園等への太陽電池・風力ハイブリッド照明灯の設置の検討 

 

  ③ クリーンエネルギー自動車の導入の検討 

 

  ④ 役場や病院等への独立電源としての温泉熱発電、太陽電池・風力ハイブリッド電源、

コージェネレーション等の導入の検討 



 - 18 - 

第６章 実行計画の推進・点検・公表 

１．計画の推進体制 

 本計画に掲げた削減目標を達成するため、推進体制の事務局を住民生活課に置き、各課と

連携し計画の着実な推進と進行管理を行う。 

 

２．職員に対する啓発 

 職員に対し地球温暖化対策に関する情報提供を行うとともに、計画の取り組みについての

啓発を行う。 

 

３．点検評価 

 事務局は、各課より定期的に進捗状況を把握し、達成状況の点検を行う。 

 

４．公表 

 温室効果ガスの排出量や取り組み状況等については、広報誌及び標津町役場ホームページ

で公表する。 

 

５．計画の見直し 

 温室効果ガスの排出量や取り組み状況等の結果を踏まえ、必要に応じ計画の見直しを行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


